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１．業務の概要 

(１) 業務件名

箱崎中学校及び教育研究施設新築工事基本設計業務委託

(２) 業務内容

箱崎中学校及び教育研究施設新築工事に係る基本設計

※業務の詳細については別添の委託説明書及び委託仕様書のとおりとする。

(３) 業務の目的

箱崎中学校については、九州大学箱崎キャンパス跡地のまちづくりに合わせ、敷地内の 

南エリアに移転新築を行うこととしている。また、「九州大学箱崎キャンパス跡地グラン

ドデザイン」等の上位計画を踏まえ、まちづくりや防災計画を考慮した施設整備を行う。

さらに、この移転整備と合わせて、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を推進

する最先端の学びの拠点として、教育研究施設を整備する。現行の研究関連業務は、一部

を本庁（教育委員会指導部）が、一部を教育センターが担っているが、教育関連業務の再

編後、研修は教育センター、研究は教育研究施設に集約し、未来志向で新たに取り組む機

能を追加した施設を整備する。  

(４) 施設概要

位 置：福岡市東区箱崎六丁目 3330 番 51 号（地名・地番） 

用 途 地 域：第二種住居地域（建ぺい率６０％、容積率２００％） 

敷 地 面 積：３０，０００㎡ 

構   造：鉄筋コンクリート造又は鉄骨造 等 

階   数：地上５階以下 

延 床 面 積：約１４，０００㎡ 

概算工事費：約８１億円（税込） 

※参考として概算工事費を示しているが、更なる工事費の削減に努めること。

(５) 履行期間（予定）

建築：契約締結の翌日から 令和７年１１月２８日まで

設備：契約締結の翌日から 令和７年１１月２８日まで

２．事務局 

〒810-8620 

福岡市中央区天神一丁目 8 番 1 号 福岡市役所３F 

福岡市 財政局 アセットマネジメント推進部  アセットマネジメント推進課 計画調整係 

TEL  : 092-733-5426    FAX  : 092-733-5868 

Email : asset-management.FB@city.fukuoka.lg.jp 
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３．提案方法 

本件は、建築設計者単独又は建築設計者２者による建築設計共同企業体と設備設計者単独

又は設備設計者２者による設備設計共同企業体との「共同提案」とする。 

なお、共同企業体とは、業務を共同連帯して営むことを目的として、複数の企業が協定を結

んだ組織のことを示す。 

また、共同提案とは、共同提案者による共同企業体の結成を求めるものではなく、選定後に

各委託業務を提案者各々と契約するものである。 

４．参加資格 

（１） 共通事項（建築設計者及び設備設計者の両方に適用されるため、留意すること）

①「福岡市・水道局・交通局競争入札有資格者名簿（種別：委託）」の申請区分業種「建

築設計」又は「設備設計」に登載されている者であり、当該名簿の有効期間内にこの設

計プロポーザルの公示の日（以下「公示日」という。）又は参加表明書提出期限日が含

まれていること。

②一級建築士事務所であること。（設備設計者２者による設備設計共同企業体の場合のみ、

代表構成員と構成員のいずれかが一級建築士事務所であること。）

③地方自治法施行令第 167 条の４に該当する者でないこと。

④公示日から契約予定者決定の日（契約予定者がなかったときは、この設計プロポーザル

の終了を宣言した日）までの間に、本市から福岡市競争入札参加停止等措置要領（以下

「措置要領」という。）に基づく競争入札参加停止の措置又は排除措置を受けている期

間がある者でないこと。

⑤公示日から契約予定者決定の日（契約予定者がなかったときは、この設計プロポーザル

の終了を宣言した日）までの間に、措置要領別表第１、第２及び第３の各号に規定する

措置要件に該当しない者であること。

⑥市町村税を滞納していない者であること。

⑦消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。

⑧会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定がな

され、競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）、民事再生法に基づく再生手続

開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定がなされ、競争入札参加資格の再

認定を受けた者を除く。）、破産法に基づく破産手続開始の申立てがなされている者又

は会社法に基づく特別清算開始の申立てがなされている者、手形交換所による取引停止

処分を受けている者その他の経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこ

と。

⑨設計共同企業体の代表構成員以外の構成員が、参加表明の後、技術提案書の提出を行う

までの間に上記②から⑧の参加資格に該当しなくなった場合は、新たな提案者を補充す

ることができる。ただし、補充する提案者は、参加資格等の全てを満たすことを条件と

する。

⑩参加表明書を提出できるのは、１案件につき１事業者１件までとする。

⑪同日に公示する「大楠小学校改築工事基本設計プロポーザル」について、以下の 2 つの要
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件を満たせば同時に参加表明することができる。 

ア．両案件ともに共同企業体または単体の場合は同一の事業者であること、もしくは、案件ご

とに共同企業体・単独である場合は両案件に共通の事業者がいること。 

イ．共同提案者については同一の事業者であること。（ただし、案件ごとに共同企業体・単独

とする場合は両案件に共通の事業者がいれば同一の事業者とみなす。） 

なお、技術者が重複する場合も参加表明は可能とする。また、同時参加表明する場合は参加表

明時に希望順位を記載すること。 

※同時参加表明が可能な場合については、別紙参照（本プロポーザル説明書 44 ページ）。 

⑫福岡市財政局が令和５年度に行った、中央市民センター大規模改修工事及び内野公民館・

老人いこいの家複合施設改築工事設計プロポーザル並びに令和６年度に行った、福岡市

消防学校機能強化建築工事、筥松小学校改築工事及び吉塚中学校改築工事基本設計プロ

ポーザルにおいて選定された契約者も本プロポーザルへの参加を認める。ただし、品質

確保の観点から、本件に配置する技術者と前述の設計業務に配置されている技術者との重

複は認めない。 

 

(２) 建築設計 

ア．建築設計者単独の場合 

①（１）共通事項①について、申請区分業種が建築設計で入札参加希望順位が１位の者

であること。 

②福岡市内に本店を有すること。 

③一級建築士の資格を有した直接的かつ恒常的な雇用関係にある管理技術者を、当該業 

務に設計担当者として配置することが可能な事務所であること。 

④平成 26 年４月１日から令和６年３月３１日までの間に履行が完了した、下記のいずれか 

の延床面積が５，０００㎡以上の建築基準法における新築、改築の基本設計（基本計画を    

除く。）又は実施設計業務の受注実績があること。 

・国公立又は私立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支

援学校、大学又は高等専門学校 

・国又は地方公共団体が発注した公共施設（住宅を除く。） 

 

イ．建築設計者２者による建築設計共同企業体の場合 

①（１）共通事項①の要件を満たす代表構成員と構成員の間で自主的に結成する。ただ

し、そのうち１者は必ず福岡市内に本店を有する者とし、もう１者は福岡市内に本店

を有する者又は福岡市内に支店（本市に代理人届を提出している者に限る。）を有す

る者とする。 

②（１）共通事項①について、申請区分業種が建築設計で入札参加希望順位が１位の者

であること。 

③一級建築士の資格を有した直接的かつ恒常的な雇用関係にある管理技術者を、当該業

務に設計担当者として配置することが可能な事務所であること。 

④構成員の最低出資比率が、37.5％以上であること。 

⑤代表構成員の出資比率が、50％を超えていること。 
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⑥本プロポーザルに参加を希望するものは、参加表明書及び設計共同企業体協定書の写

し他必要書類を所定の期限までに提出しなければならないものとする。 

⑦代表構成員が技術提案書の提出を行うまでの間に、（１）共通事項②から⑧の参加資

格に該当しなくなった場合は、当該企業体の参加資格を取り消すものとする。 

⑧建築設計共同企業体の代表構成員又は構成員のいずれかが、平成 26 年４月１日から令

和６年３月３１日までの間に履行が完了した、下記のいずれかの延床面積が５，０００㎡

以上の建築基準法における新築、改築の基本設計（基本計画を除く。）又は実施設計業務

の受注実績があること。 

・国公立又は私立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支

援学校、大学又は高等専門学校 

・国又は地方公共団体が発注した公共施設（住宅を除く。） 

 

 

 (３) 設備設計 

ア．設備設計者単独の場合 

①（１）共通事項①について、申請区分業種が設備設計で入札参加希望順位が１位の者

であること。 

②福岡市内に本店を有すること。 

③電気設備、機械設備の分野毎に、下表の資格又は実務経験を有した直接的かつ恒常的な 

雇用関係にある管理技術者を、当該業務に配置することが可能な事務所であること。 

 電 気 設 備 機 械 設 備 

指
定
資
格
を 

有
す
る
者 

建築設備士、該当する部門の技術士、設備
設計一級建築士、一級又は二級建築士、1
級又は 2 級電気工事施工管理技士、第一
種～第三種電気主任技術者 

建築設備士、該当する部門の技術士、設備設計
一級建築士、一級又は二級建築士、1 級又は
2 級管工事施工管理技士、空気調和衛生工学
会設備士 

指
定
資
格
を 

有
し
な
い
者 

実務経験者 
下記に示す最終学歴に応じた年数以上の実務経験を有し、市長が適当と認めるもの。 

 ・大学：指定学科は 3 年以上、指定学科以外は 4 年 6 月以上   
 ・短期大学：指定学科は 5 年以上、指定学科以外は 7 年 6 月以上  
 ・高等専門学校：指定学科は 5 年以上、指定学科以外は 7 年 6 月以上 

・高等学校：指定学科は 9 年以上、指定学科以外は 10 年 6 月以上 
・その他：14 年以上 

※ 「管理技術者」とは、「建築設計業務委託契約書」（平成 10 年 10 月 1 日建設省厚契発第 37 号）

第 1６条の定義による。 

 

イ．設備設計者２者による設備設計共同企業体の場合 

①（１）共通事項①の要件を満たす代表構成員と構成員の間で自主的に結成する。ただ

し、そのうち１者は必ず福岡市内に本店を有する者とし、もう１者は福岡市内に本店

を有する者又は福岡市内に支店（本市に代理人届を提出している者に限る。）を有す

る者とする。 

②（１）共通事項①について、申請区分業種が設備設計で入札参加希望順位が１位の者

であること。 
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③電気設備、機械設備の分野毎に、（３）ア．設備設計者単独の場合の③に記載の資格又は 

 実務経験を有した直接的かつ恒常的な雇用関係にある管理技術者を、当該業務に配置する

ことが可能な事務所であること。 

④構成員の最低出資比率が、37.5％以上であること。 

⑤代表構成員の出資比率が、50％を超えていること。 

⑥本プロポーザルに参加を希望するものは、参加表明書及び設計共同企業体協定書の写

し他必要書類を所定の期限までに提出しなければならないものとする。 

⑦代表構成員が技術提案書の提出を行うまでの間に、（１）共通事項②（構成員のみが一

級建築士事務所の場合を除く）から⑧の参加資格に該当しなくなった場合は、当該企

業体の参加資格を取り消すものとする。 

 

 

５．募集及び選定スケジュール  

区分 項   目 日   程  （予定） 

一 

次 

審 

査 

募集公示 令和６年 １０月２１日（月） 

プロポーザル説明書の配布 
令和６年 １０月２１日（月）から 

令和６年 １１月 ５日（火） 

第１回質問受付 
令和６年 １０月２１日（月）から 

令和６年 １０月２４日（木） 

第１回質問最終回答 令和６年 １０月３０日（水） 

参加表明書及び関係書類受付 
令和６年 １０月２１日（月）から 

令和６年 １１月 ５日（火） 

一次審査 令和６年 １１月１８日（月） 

審査結果通知 令和６年 １１月１９日（火） 

二 

次 

審 

査 

第 2 回質問受付 
令和６年 １１月１９日（火）から 

令和６年 １１月２５日（月） 

第 2 回質問最終回答 令和６年 １１月２９日（金） 

技術提案書受付 
令和６年 １１月１９日（火）から 

令和６年 １２月 ５日（木） 

二次審査（ヒアリング） 
令和６年 １２月下旬 ～  

令和７年  １月上旬 

審査結果発表（公表・通知） 
令和６年 １２月下旬 ～  

令和７年  １月上旬 
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６．審査 

(１) 選定委員会 

設計者の選定は、別に定める箱崎中学校及び教育研究施設新築工事設計者選定委員会設

置要綱に基づき設置する設計者選定委員会（以下「選定委員会」という。）の評価に基づき

行う。なお、選定委員は次のとおり。 

 所属及び役職 

委員長 財政局 理事 

副委員長 財政局 アセットマネジメント推進部長 

委員 財政局 アセットマネジメント推進部 施設建設課長 

委員 財政局 アセットマネジメント推進部 設備課長 

委員 教育委員会 教育環境部部長（学校施設アセットマネジメント担当）  

委員 教育委員会 教育環境部 施設課長 

 

(2) 技術委員会 

選定委員会において設計者の選定を行うに当たり、別に定める設計プロポーザル技術委

員会設置要綱に基づき設置する設計プロポーザル技術委員会（以下「技術委員会」という。）

に意見を求める。なお、技術委員は次のとおり。 

 所属及び役職 氏名 

委員長 
九州産業大学 建築都市工学部 

建築学科 教授 
日髙 圭一郎 

副委員長 
福岡大学 工学部  

建築学科 教授 
池添 昌幸 

委員 
九州大学大学院 人間環境学研究院 

都市・建築学部門 准教授 
古賀 靖子 

委員 
九州大学大学院 人間環境学研究院 

都市・建築学部門 准教授 
小山 智幸 

 

(3) 委員等への接触・要求について 

選定委員・技術委員及び事務局関係者に直接、間接を問わずプロポーザルに関して不正

な接触又は要求（本説明書に定める手続きは除く。）を禁止する。 

また、審査の公平性に影響を与える行為があったと選定委員会が認めた場合、その参加

者は失格となることがある。 

 

（一次審査） 

７．参加表明書の作成及び記載上の留意事項 

(1) 提出様式 

参加表明書の様式は、様式１～３（Ａ４判）とする。 

なお、市町村税を滞納していないことの証明書並びに消費税及び地方消費税納税証明書

の提出は免除とする。 
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(2) 記載上の留意事項 

管理技術者（様式２）及び主任担当技術者（※１）（様式３）について、主たる分担業務

分野（※２）毎に以下の項目を記載する。 

なお、本件及び「大楠小学校改築工事基本設計プロポーザル」の両方に参加表明する場

合の管理技術者及び主任担当技術者については、同一の技術者も可とし、様式２－１から

様式３－４に記載する技術者の実績をそれぞれの案件ごとに提出すること。 
 

①氏名 

技術者の氏名を記載する。 

②生年月日等 

技術者の生年月日及び年齢（参加表明書の提出期限現在）を記載する。 

③所属等 

技術者の所属する部署及び役職を記載し、技術者の雇用関係を確認できる書類（健康保険

被保険者証等）の写しを添付すること。（写しがない場合は無効とする。） 

なお、添付にあたっては、あらかじめ保険証（写）の保険者番号及び被保険者等記号・番

号にマスキングを施すこと。 

④資格 

技術者の保有する資格のうち、９ページ「9．一次審査の評価基準及び審査方法について」

における「ア．資格評価表」に記載された当該分野の資格を記入し、技術者の保有する資

格に関する証明書の写しを添付すること。（写しがない場合は無効とする。） 

⑤業務の実績 

(ア)技術力として評価の対象とする実績 

９ページ「９．一次審査の評価基準及び審査方法について」における「イ．技術力とし

て評価対象とする業務の実績」を参照すること。 

(イ)記載項目 

・業務の名称 

・業務の内容及び発注者 

対象業務の概要・規模・構造・発注者を記載する。発注者については、発注機関名を

記載する。再委託を受けた業務の場合は大元の発注者を記載する。あわせて、分担業

務分野及び携わった立場（管理技術者、主任担当技術者、担当技術者）を記載する。 

     ・当該業務における ZEB Ready 以上の認証取得の実績の有無 

・履行期間 

(ウ)注意事項 

・記載する件数は１人ごとに１件とし、また、記載した業務については契約書若しく

は履行証明書（再委託を受けた業務の場合は大元の発注者から業務実施者までの全

ての契約が確認できる書類）の写しを提出すること。（写しがない場合は無効とする。） 

・工事種別（新築、改築）、延床面積等を確認できる書類（確認済証の写し等）を提出

すること。 

・ZEB Ready 以上の認証取得の実績がある場合は、認証取得を確認できる書類を提

出すること。 
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※１ 「主任担当技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を 

総括する役割を担う者をいう。 

※２ 

 

 

 

 

 

 

 

８．参加表明書の提出について 

提出期限：令和６年１１月５日（火）１７：００までに事務局へ提出すること。 

提出方法：①メール asset-management.FB@city.fukuoka.lg.jp 宛メール添付 

PDF もしくは Microsoft Word、Excel ファイル形式 

（1 通につき容量２０MB まで） 

            ※参加表明書に記載のメールアドレスより送信すること。 

     ②郵送  書留郵便にて提出期限必着（費用は提出者負担） 

③窓口  持参 （持参の場合は事前連絡が必要。） 

※郵送または窓口に持参する場合は、様式１～３及び各種添付資料を各１部 

提出するものとする。 

 

 

９．一次審査の評価基準及び審査方法について 

(１) 参加表明書の評価項目、判断基準及び配点は以下のとおりである。 

評価 

項目 

 評価の着目点 
配点 

判断基準 

資格 
専門分野の 

技術者資格 

各分担業務分野について、資格の内容

を「ア．資格評価表」により評価する。 

主任担当 

技術者 

総合 10 

構造 10 

電気 10 

機械 10 

技術力 

管理技術者、

主任担当技術

者の実績 

(実績の有無

及び携わった

立場) 

「イ．技術力として評価対象とする業

務の実績」がある場合、実績の立場に

応じて「ウ．技術力評価表」により評

価する。 

管理技術者 

建築 20 

電気 10 

機械 10 

主任担当 

技術者 

総合 5 

構造 5 

電気 5 

機械 5 

合計  100 

 

分担業務分野 業務内容 

総 合 
平成３１年国土交通省告示第９８号別添一第１項第一号及び

第二号において示される「設計の種類」における「総合」 

構 造 同上「構造」 

電 気 同上「設備」のうち、「電気設備」に係るもの 

機 械 
同上「設備」のうち、「給排水衛生設備」、「空調換気設備」及び

「昇降機等」に係るもの 
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ア．資格評価表 

分担業務分野 評価する資格（番号の順に評価する。） 評価ｳｪｲﾄ 

総合・構造 構造設計一級建築士、一級建築士 1.0 

電気 

①建築設備士、技術士（ただし、該当する部門） 

設備設計一級建築士、一級建築士 

第一種電気主任技術者 

1.0 

②１級電気工事施工管理技士、二級建築士 

第二種電気主任技術者 
0.4 

③２級電気工事施工管理技士 

第三種電気主任技術者 
0.2 

機械 

①建築設備士、技術士（ただし、該当する部門） 

設備設計一級建築士、一級建築士 
1.0 

②１級管工事施工管理技士、二級建築士 0.4 

③２級管工事施工管理技士 

空気調和衛生工学会設備士 
0.2 

 
イ．技術力として評価対象とする業務の実績 

【同種業務の実績】 

平成 26 年４月１日から令和６年３月 31 日までの間に履行が完了した、ａ又はｂのい

ずれかの実績を有していること。 

ａ：延床面積 5,000 ㎡以上の国公立又は私立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、 

中等教育学校、特別支援学校、大学又は高等専門学校の建築基準法における新築、改築 

の基本設計（基本計画を除く。）又は実施設計業務の受注実績。 

ｂ：国公立又は私立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援 

学校、大学又は高等専門学校の建築基準法における新築、改築の実施設計業務にて、

ZEB Ready 以上の認証取得の実績。 
 

 

ウ．技術力評価表 

・管理技術者の場合 

 携わった立場 評価ｳｪｲﾄ 

同種業務 

①管理技術者           1.0 1.0 

②主任担当技術者         0.5 0.5 

③担当技術者            0.25 0.25 

 

・主任担当技術者の場合 

 携わった立場 評価ｳｪｲﾄ 

同種業務 
①管理技術者、主任担当技術者   1.0  1.0 

②担当技術者           0.5  0.5 
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(2) 評価対象となる管理技術者及び主任担当技術者については下記の要件を満たすものとする。 

①管理技術者及び主任担当技術者は、参加表明書及び技術提案書の提出者と直接的かつ恒常 

的な雇用関係にあること。（ただし、構造の主任担当技術者は除く。） 

    ②記載した実績の履行期間内の雇用が健康保険被保険者証等で確認できること。 

③管理技術者は、建築、電気、機械それぞれに１名であること。 

④主任担当技術者は、分担業務分野ごとに１名であること。 

⑤管理技術者は、主任担当技術者を兼任していないこと。また、主任担当技術者についても、 

他の分担業務分野の主任担当技術者を兼任していないこと。 

⑥従事する予定の分担業務分野の実績を有していること。 

 

 (3) 一次審査方法 

同日に公示する本件及び「大楠小学校改築工事基本設計プロポーザル」については、一次

審査の評価基準に基づき評価し、技術提案書の提出者（二次審査に進める者）として案件ご

とに３者を選定することを基本とする。 

３者の選定については、本件を第１希望とした者の評価点の合計点の高い者からとする。

ただし、本件を第１希望とした者が３者に満たない場合は、３者に達するまで、本件を第２

希望とした者から選定する。なお、３位以内の者が３者を超えた場合は、３位以内の者すべ

てを二次審査の対象とする。 

 

 

 

（二次審査） 

10．技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

(１) 基本事項 

①プロポーザルは調査、検討及び設計業務における具体的な取組方法及び設計対象に対す 

る発想・解決方法等について提案を求めるものであり、当該業務の具体的な内容や成果

品の一部（図面、模型写真等）の作成や提出を求めるものではない。 

②具体的な設計作業は、契約後に技術提案書に記載された具体的な取組方法を反映しつつ、 

発注者が提示する資料に基づいて発注者と協議のうえ開始することとする。 

③評価テーマに対する技術提案においては、技術面やコスト面、経験や実績等の裏付けを 

記載すること。 

④本説明書１ページ記載の概算事業費を参考に技術提案書を作成すること。 

⑤本説明書において記載された事項以外の内容を含む技術提案書、又はこの書面及び別添 

の様式に示された条件に適合しない技術提案書については、提案を無効とする場合があ 

るので注意すること。  

     

(２) 提出様式 

技術提案書の様式は、様式４～７とする。 

①「課題に対する提案」の二次審査参加者への閲覧について（様式４）  

10



   

 
 

②業務の実施方針（様式５-１）  

事業実施に対する課題やその対処方針、コスト管理等についてＡ４判縦１枚に簡潔に

記載する。 

③業務の実施体制（様式５-２） 

人員配置や役割分担、社内外の連携や協力体制等についてＡ４判縦１枚に簡潔に記載

する。 

④業務の実施工程（様式５-３） 

設計工程を含む委託業務全体のスケジュールの組み立てや管理方法についてＡ４判縦

１枚に簡潔に記載する。 

⑤評価テーマに対する技術提案（様式６-１、６-２） 

１２ページ「１２．二次審査の評価基準及び審査方法について」に示した評価テーマ

に対する提案をＡ４判縦各１枚に記載すること。 

⑥設計業務委託料の見積金額（様式７） 

基本設計業務（税抜） 

委託上限額    ５９，２８３千円 

［４７，１８８千円（建築）、１２，０９５千円（設備）］ 

委託下限額    ４６，４７１千円 

［３７，２１０千円（建築）、９，２６１千円（設備）］ 

上記の金額の範囲内において、建築設計業務委託料、設備設計業務委託料の見積金

額及びその合計金額を税抜で記載する。 

 

 (３) 記載上の留意事項  

（様式５-１）（様式５-２）（様式５-３）（様式６-１）（様式６-２）共通  

・ 文章による表現を基本とする。 

・ 箇条書きを原則とし、基本的な考え方を簡潔に記載すること。 

・ 文字の大きさは 11 ポイント以上を厳守すること。 

・ 視覚的表現については、文章を補完するため必要最小限な範囲においてのみ認める。 

・ 文章と無関係の視覚的表現を掲載することや、具体的な建物の設計又はこれに類する表現、

詳細・細部の描き込みや、簡易でない表現をしてはならない。（視覚的表現の見栄えの良さ

や精度で差をつけて評価するものではない。） 

・文章を補完するために写真を使用する場合は、何を補足するための写真かを明示すること。

（「実績」「〇〇のイメージ」など。） 

  ※詳細は 1５ページ「13 視覚的表現の取扱いについて」を参照のこと。 

・ 技術提案書の提出者（協力事務所を含む。）を特定することができる内容（具体的な社

名、組織名）、技術者名、過去に設計した建築物の名称、過去に受注した設計業務の名称

等）の記載をしてはならない。 
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11．技術提案書の提出について 

提出期限：令和６年１２月５日（木）１７：００までに事務局へ提出すること。 

提出方法：①メール asset-management.FB@city.fukuoka.lg.jp 宛メール添付 

PDF もしくは Microsoft Word、Excel ファイル形式 

（1 通につき容量２０MB まで） 

              ※参加表明書に記載のメールアドレスより送信すること。 

     ②郵送  書留郵便にて提出期限必着（費用は提出者負担） 

③窓口  持参（持参の場合は事前連絡が必要。） 

※郵送または窓口に持参する場合は、様式４及び様式７については各１部、 

様式５及び様式６については各１４部提出するものとする。 

※用紙の厚さは一般的なコピー用紙程度とする。    

  ※様式７については、参加者全員の代表者印が必要なため、提出方法は②又は③のみとする。 

 

 

12．二次審査の評価基準及び審査方法について 

(１) 評価テーマは以下のとおりとする。 

テーマ１「まちづくりを踏まえた施設計画」（様式６-１） 

（提案主旨） 

九州大学箱崎キャンパス跡地グランドデザインなどの上位計画を踏まえ、以下の要素を

考慮した施設計画の考え方を求める。 

・校舎、体育館、教育研究施設のつながり 

・利用しやすさを考慮した各施設の配置計画 

・周辺環境を考慮した防災計画への配慮 

 

テーマ２「新しい時代の学びを実現する施設計画」（様式６-２） 

（提案主旨） 

以下の要素を考慮した施設計画の考え方を求める。 

・個別最適な学びと協働的な学びの一体充実に向けた学習空間の実現 

・学びのスタイルの変容への対応できる空間提案 

・安全安心で持続可能な教育環境の実現 
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(２) 技術提案書の評価項目、判断基準及び配点は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

120合計

設計委託料の見積
金額

ａ～ｅの５段階で評価する。
（評価点算定式）
ａ＝　最低見積金額以上、（最低見積金額＋（委託上限額‐最低見積金額）×1/5）未満

ｂ＝（最低見積金額＋（委託上限額‐最低見積金額）×1/5）以上、
　　（最低見積金額＋（委託上限額‐最低見積金額）×2/5）未満
ｃ＝（最低見積金額＋（委託上限額‐最低見積金額）×2/5）以上、
　　（最低見積金額＋（委託上限額‐最低見積金額）×3/5）未満
ｄ＝（最低見積金額＋（委託上限額‐最低見積金額）×3/5）以上、
　　（最低見積金額＋（委託上限額‐最低見積金額）×4/5）未満
ｅ＝（最低見積金額＋（委託上限額‐最低見積金額）×4/5）以上、委託上限額以下

5

4

3

2

1

а極めて優れている

ｂ大変優れている

ｃ優れている

ｄ良好

ｅ一般的な内容に留まる

まちづくりを踏まえた施設計画

新しい時代の学びを実現する施設計
画

а極めて優れている

ｂ大変優れている

ｃ優れている

ｄ良好

ｅ一般的な内容に留まる

20

15

10

5

0

評価テーマに対す
る技術提案

業務の実施方
針や手法等
（評価にあ
たっては技術
提案書の内容
及びヒアリン
グの結果によ
り総合的に判
断を行う。）

業務価格

20

15

10

5

0

業務の実施体制
・技術者が持つ経験や能力を活かした、効果的で実効性のある体制と
なっているか。

а極めて優れている

ｂ大変優れている

ｃ優れている

ｄ良好

ｅ一般的な内容に留まる

20

15

10

5

0

а極めて優れている

ｂ大変優れている

ｃ優れている

ｄ良好

ｅ一般的な内容に留まる

20

15

10

5

0

20

15

10

5

0

а極めて優れている

ｂ大変優れている

ｃ優れている

ｄ良好

ｅ一般的な内容に留まる

業務の実施方針

・現場条件や工事特性を踏まえ、設計上の課題を的確に捉え、実行可
能な実施方針であるか。
・コスト管理について、どの程度、効果的で実現性の高い提案がされ
ているか。

業務の実施工程
・発注者や学校、地元関係者等との意見のすり合わせを行う頻度、タ
イミング等が適切に計画された工程となっているか。

・各テーマに対する提案に技術
面やコスト面、経験や実績等の
裏付けがあるか。
・独創性や付加価値のある提案
となっているか。

配点
判断基準

　評価項目

技術力
管理技術者、主任
担当技術者の業務
の実績

資 格
専門分野の
技術者資格

各分担業務分野について、資格の内容を資格評価表により評価する。

以下の順で評価する。
① 業務の実績がある。
上記に加え実績の立場を下記の順で評価する。
●管理技術者の場合
① 管理技術者
② 主任担当技術者
③ 担当技術者
●主任担当技術者の場合
① 管理技術者、主任担当技術者
② 担当技術者

一次審査評価点の15％
を換算

15

13



   

 
 

(３) 評価点の算出 

業務の実施方針（様式５-１）、業務の実施体制（様式５-２）、業務の実施工程（様式５

-３）、評価テーマに対する技術提案（様式６-１、６-２）については、評価項目毎に下記

の評価指標を基に評価する。 

評価指標 
a 極めて優れ

ている 
b 大変優れて 

いる c 優れている d 良好 e 一般的な内容 

に留まる 

配点 ２０ １５ １０ ５ ０ 

 

(４) 最も適した設計者の選定方法 

選定委員毎に、二次審査対象者を評価点によって順位付けし、得点化した順位の合計に

より最も適した設計者の選定を行う。また、選定者が契約に至らなかった場合の契約候補

者として、得点が次に高い者を次点者として選定する。 

なお、同日に公示する本件と「大楠小学校改築工事基本設計プロポーザル」の二次審査

においては、設計金額の高い案件から行うこととし、両方の案件で二次審査対象者となっ

ている者のうち、一方で最も適した設計者として選定された者は、もう一方の二次審査の

対象とならない。 
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13．視覚的表現の取扱い 

視覚的表現の許容範囲は「技術提案における視覚的表現の取扱いについて」（国土交通省大 

臣官房官庁営繕部整備課及び設備・環境課 平成 30 年４月２日付事務連絡）を参照するこ

と。ただし、今回のプロポーザルにおいては、建物の外観に係る要素を評価テーマにしていな

いため、外観イメージ図は認めない。（同事務連絡６ページ参照。） 

具体的又は詳細な視覚的表現が記載されている評価項目は、下位の評価とする場合がある。 

ただし、文章のみでは提案が理解されづらいこともあるため、文章による説明が存在するこ 

とを前提とし、文章を補完するために必要最小限の範囲において、イメージ図の挿入は認め 

る。 
 

(1) 平面イメージ図 

許容される表現の例 許容されない表現の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注：ゾーン等の形状を表現するにあたり、 

角を丸くして表現しなくてもよい。） 

 

 

 

 

 

 

 

建物内の人の動線や室の位置関係・ゾーニン

グの考え方などについての説明文を補足す

るための平面イメージ図。必要な範囲で建物

の形状、建物内の機能別のゾーンや交通部分

（階段及びエレベーターを含む。）の位置・

形状が表現されていてよい。また、説明文を

補足するために必要となる範囲で、一部の具

体的な室が表現されていてもよい。 

大半の室の位置・形状（細部にわたる部屋割

り）、柱の位置や扉の開き勝手等が具体的に

表現されたもの。 
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(２) 配置イメージ図 

許容される表現の例 許容されない表現の例 

 

 

 

 

（注：ゾーン等の形状を表現するにあたり、 

角を丸くして表現しなくてもよい。） 

 

 
 

  

 

敷地内の人や車の動線や建物の配置・ゾーニ

ングの考え方などについての説明文を補足

するための配置イメージ図。一定の尺度で建

物の形状が表現されていてよい。周辺地域が

表現されていてもよい。 

建物部分の表現が「平面イメージ図」の許容

されない表現に該当するもの。 

屋根材、装材等の細部が描き込まれたもの。 
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(３) 外観（立面・鳥瞰）イメージ図 

許容される表現の例 許容されない表現の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景観への配慮、街並みとの調和等、建物の外

観に係る要素が評価テーマとされる場合、建

物や、建物と周辺環境との関係の考え方など

についての説明文を補足するための外観イ

メージ図。建物の配置やボリュームが表現さ

れていてよい。簡易なファサードの表現がさ

れていてもよい。 

簡易でないファサードの表現。例えば、高度

なレンダリングによる仕上げ材の質感やサ

ッシの割付けの表現。 
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(４) 内観イメージ図 

許容される表現の例 許容されない表現の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室内空間の考え方についての説明文を補足

するための内観イメージ図。内部空間の形状

が表現されていてよいが、描き込みは簡易な

表現とする。 

仕上げ材や家具・調度品の素材の質感、細部

の形状等、詳細が描き込まれた、描き込みが

簡易でない表現。 

《出典》国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課及び国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課： 

平成 30 年 4 月 2 日付事務連絡「技術提案における視覚的表現の取扱いについて 
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1４．ヒアリング 

(１) 以下のとおりヒアリングを行う。 

実 施 日：令和６年１２月下旬～令和７年１月上旬（予定） 

出 席 者：配置予定の管理技術者及び主任担当技術者を含む５名以内  

そ の 他 

① ヒアリングでは「業務の実施方針」「業務の実施体制」「業務の実施工程」「評価テーマ

に対する技術提案」について、出席者の説明、質疑応答を行う。 

② 説明及び質疑応答の際、技術提案書を拡大したパネル又はプレゼンテーションソフトを

使用することができる。プレゼンテーションソフトを使用する場合、プロジェクター及

びスクリーンは事務局にて準備する。 

③ 使用するパネル及びプレゼンテーションソフトのデータ（以下、「パネル等」という。）

に技術提案書に記載のない内容を掲載すること、説明時のパネル等への書き込み、追加

資料の提出及び提示は認めない。また、プレゼンテーションソフトを使用する場合、動

画やアニメーションの使用は認めない。 

(２) ヒアリングの日時、会場、留意事項等は、一次審査終了後に対象者へ別途通知する。 

 

1５．選定・非選定理由に関する事項 

二次審査対象者に対して、後日、審査結果及びその理由を書面にて通知する。 

なお、審査結果についての質問及び異議申し立ては一切受け付けない。 

 

1６．質問の受付及び回答 

質問がある場合は、所定の受付期間内に、事務局へ質問書（様式 8）を下記の方法により提

出すること。回答については、最終回答予定日までに随時福岡市ホームページへ掲載する。 

提出方法：①メール asset-management.FB@city.fukuoka.lg.jp 宛メール添付 

PDF もしくは Microsoft Word、Excel ファイル形式 

（1 通につき容量２０MB まで） 

     ※参加表明書に記載のメールアドレスより送信すること。 

        ②郵送  書留郵便にて提出期限必着（費用は提出者負担） 

③窓口  持参（持参する場合は事前連絡が必要。） 

 

(1) 第１回質問 

① 受 付 期 間  令和６年１０月２１日（月）から令和６年１０月２４日（木）の 

１７：００までに事務局へ提出すること。 

窓口に持参する場合は、平日の１０：００～１７：００ 

（１２：００～１３：００は除く。）とする。 

② 質 問 対 象  プロポーザル説明書の内容及び参加表明に関すること 

③ 最終回答予定日  令和６年１０月３０日（水） 
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(2) 第２回質問

① 受 付 期 間 令和６年１１月１９日（火）から令和６年１１月２５日（月）の 

１７：００までに事務局へ提出すること。 

窓口に持参する場合は、平日の１０：００～１７：００ 

（１２：００～１３：００は除く。）とする。 

② 質 問 対 象 ヒアリング審査及び技術提案に関すること 

③ 最終回答予定日 令和６年１１月２９日（金） 

1７．委託契約 

(1) 契約の締結

①福岡市は、最も適した設計者として選定した設計者と当該プロポーザルに係る設計業

務の委託契約を締結する。

②設計者の選定から契約締結までの間に、福岡市競争入札参加停止等措置要領に基づく

競争入札参加停止の措置又は排除措置を受けた場合又は会社更生法による更正手続開

始又は民事再生法による再生手続開始の申立てがなされた等、経営状況が著しく不健

全であると認められる場合は、契約を行わないことができる。

③最も適した設計者として選定された場合は、見積金額（様式７に記載の金額）を上限と

して、財政局契約課にて見積合わせを行う。

④本業務に引き続き行う実施設計業務については、発注者に特段の支障がない限り、同一

設計者と随意契約することとする。（ただし、予算について議会の議決が得られない場

合はこの限りでない。）

実施設計業務の概算額（税抜） 

２５１，９０４千円［２００，５１０千円（建築）、５１，３９４千円（設備）］ 

(2) 履行期間（予定）

建築：契約締結の翌日から 令和７年１１月２８日まで

設備：契約締結の翌日から 令和７年１１月２８日まで 

1８．その他の留意事項 

(1) 本手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

(2) 参加表明書及び技術提案書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者の負担と

する。

(3) 参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載をした場合には、参加表明書及び技術提案書を無

効とする。また、提出された参加表明書及び技術提案書に何らかの不備がある場合は、参

加表明書及び技術提案書を無効とする場合がある。

(4) 参加表明書及び技術提案書の取扱い

提出された書類は返却しない。また、著作権は、提出者に帰属する。
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ただし、提出者の承諾があれば、福岡市は無償で使用できるものとする。 

技術提案書の公開については、提出者が他の二次審査参加者への閲覧を許可したものに限

り、二次審査参加者のうち、希望者のみが閲覧することができる。 

(5) 提出期限以降における参加表明書、技術提案書及び資料の差し替えや再提出は認めない。 

また、参加表明書及び技術提案書に記載した配置予定の技術者は、原則として変更できな

い。ただし、病休、死亡、退職等やむを得ないと発注者が認めた場合は、この限りでない。 

(6) 技術提案書に提示した「業務の実施方針」「業務の実施体制」「業務の実施工程」は遵守す

ること。ただし、発注者が認めた場合はこの限りでない。 

(7) 技術提案書に提示した評価テーマに対する技術提案については、発注者と協議の上、設計

に反映させるものとする。 

(8) 技術提案書の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公表、使用して

はならない。 

 

 

1９．位置図 
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＜同時参加表明が可能な場合（共同企業体の場合、代表と構成員が入れ替わっても良い）＞ 

パターン１（両案件の建築・設備設計者ともに単独） 

箱崎中学校 大楠小学校 

建築 単独 A 社 
設備 単独 C 社 

建築 単独 A 社 
設備 単独 C 社 

パターン 2（箱崎中学校の建築設計者のみ共同企業体） 

箱崎中学校 大楠小学校 

建築 共同企業体 A 社 
  B 社 

設備 単独 C 社 

建築 単独 A または B 社 

設備 単独 C 社 

パターン３（箱崎中学校の設備設計者のみ共同企業体） 

パターン４（箱崎中学校の建築・設備設計者が共同企業体） 

パターン５（大楠小学校の建築設計者のみ共同企業体） 

箱崎中学校 大楠小学校 

建築 単独 A または B 社 

設備 単独 C 社 

建築 共同企業体 A 社 
  B 社 

設備 単独 C 社 

パターン６（両案件の建築設計者のみ共同企業体） 

箱崎中学校 大楠小学校 

建築 共同企業体 A 社 
  B 社 

設備 単独 C 社 

建築 共同企業体 A 社 
  B 社 

設備 単独 C 社 

パターン７（大楠小学校の建築設計者、箱崎中学校の設備設計者が共同企業体） 

パターン８（大楠小学校の設備設計者のみ単独） 

箱崎中学校 大楠小学校 

建築 共同企業体 A 社 
  B 社 

設備 共同企業体 C 社 
  D 社 

建築 共同企業体 A 社 
  B 社 

設備 単独 C または D 社 

箱崎中学校 大楠小学校 

建築 単独 A 社 
設備 共同企業体 C 社 

  D 社 

建築 単独 A 社 
設備 単独 C または D 社 

箱崎中学校 大楠小学校 

建築 共同企業体 A 社 
  B 社 

設備 共同企業体 C 社 
  D 社 

建築 単独 A または B 社 

設備 単独 C または D 社 

箱崎中学校 大楠小学校 

建築 単独 A または B 社 

設備 共同企業体 C 社 
  D 社 

建築 共同企業体 A 社 
  B 社 

設備 単独 C または D 社 

別紙 

44




